
ＡＰＥＣ２０１０における取組

２０１０年７月５日

経済産業省アジア太平洋通商交渉官

田村暁彦



ＡＰＥＣについて



アジア太平洋の21の国と地域（エコノミー）が参加する国際会議

•活発な貿易・投資をエンジンに世界の成長をリード（世界の成長センター）
○APEC地域は、94年から08年まで年平均３．６％成長。特に途上エコノミーは平均８．２％成長

（世界全体は年平均３．５％成長）

1989 1991 1993 1994 1998

APEC 
53%
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GDP 人口 貿易

ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力：Asia-Pacific Economic Cooperation）
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•1989年に発足、昨年で20年経過 加入時期

○メンバー 日本、韓国、中国、香港、チャイニーズ・タイペイ、ロシア
ASEAN：ブルネイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム
大洋州：オーストラリア、ニュージーランド、パプア・ニューギニア
北米・中南米：米国、カナダ、メキシコ、チリ、ペルー

○世界の約半分のＧＤＰ、人口、貿易額を占める



日本

カナダ

米国

メキシコ

ペルー

チリ

ニュージーランド

パプアニューギニア

オーストラリア

インドネシア

ブルネイ

タイ

マレーシア

ベトナム

シンガポール

中国香港

中国

ロシア

フィリピン

チャイニーズ・タイペイ

韓国

アジア太平洋地域の計２１ヶ国・地域が参加。
中国、中国香港及びチャイニーズ・タイペイが同時参加しているのが大きな特徴。
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ＡＰＥＣ参加２１エコノミー
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台湾
香港
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アジア太平洋における国際的枠組み



ＡＳＥＡＮ＋３ ＥＡＳ参加国

（ＡＳＥＡＮ＋６）
ＡＰＥＣ

域内貿易

43.1%

25,338億米ドル

域内貿易

42.8%

28,403億米ドル

域内貿易

67.1%

84,695億米ドル

域内貿易

41.7%

18,241億米ドル

合計：58,806億米ドル 合計：66,397億米ドル 合計：126,133億米ドル

合計：43,738億米ドル
合計：108,161億米ドル

◆各地域枠組みにおける経済統合（2007年度域内貿易依存度）

域内貿易

65.8%

71,200億米ドル

域外貿易

32.9%
域外貿易

57.2%

域外貿易

58.3%

域外貿易

34.2%

域外貿易

56.9 %
台湾・香港

を含めると52.0%

ＮＡＦＴＡ ＥＵ

アジア太平洋地域の経済は密接に連関

◆日本とのアジア太平洋地域の関係も密接
日本からの輸出：75％がAPEC地域へ 日本への輸入：60％がAPEC地域から
日本からの対外直接投資：53％がAPEC地域向け 在外邦人：72％がAPEC地域に居住
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ＡＰＥＣ地域１人あたりのGDPの推移



9.11同時
多発テロ

ｱｼﾞｱ通貨危機

オバマ政権誕生

・ＡＰＥＣの発足（オーストラリアで第１回閣僚会議の開催）

・米国シアトルのブレイク島で初のＡＰＥＣ首脳会議が開催。

・これ以降、東アジアと米州をつなぎ、地域の経済統合と協力を推進する枠組みとして
、１９９４年のボゴール目標設定、９５年の大阪行動指針策定と、順調に貿易・投資の
自由化の進展を促す役割を果たす。

・米国等による更なる自主的自由化の推進の試みは、ＡＰＥＣ内の相互信頼を損なう
結果に。また、タイ・バーツの暴落を端緒とするアジア経済危機にAＰＥCは有効な解
決策を打ち出せず。これらを原因にＡＰＥＣは失速、しばらく停滞期に入る。

・９．１１同時多発テロや鳥インフルエンザの発生を契機として、安全なビジネス環境を
整えるとの観点から、テロ対策、感染症対策など、人間の安全保障に関する取組を
強化。

・中国を含めた東アジアの経済発展に伴い、再び、米国のＡＰＥＣへの関心が高まる。
２００６年には米国より、アジア太平洋の自由貿易圏（FTAAP）構想が提唱。

・世界経済・金融危機を契機として、APECの中核的課題である貿易・投資等の世界経
済の課題に関する取組が再び強調される。

・オバマ政権も、アジアとの関係を重視、２０１１年米国主催を控え、ＡＰＥＣへの関心を
高めている。

１９８９年

１９９３年

１９９８年

２００１年

２００８年

APEC首脳会議

世界経済危機
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ＡＰＥＣの歩み



ＡＰＥＣの特色

貿易・投資の自由化・円滑化と、それを推進する経済技術協力が柱。
２００１年以降、「人間の安全保障」（感染症、テロ対策）に関する取組強化。
近年、「経済構造改革」（規制改革、競争政策等）、
「気候変動」（省エネルギー推進）等に関する協力を開始。

首脳が政策目標にコミット （例）自由化に関するボゴール目標（９４年）
気候変動に関するシドニー宣言（０７年）

「先進的な政策」に挑戦 （例）情報技術協定（ITA）交渉を先導

 実体的な制度調和を追求 （例）基準・原則の共有と能力構築の推進

産業界と緊密に連携。APECビジネス諮問委員会（ABAC）が首脳・閣僚に提言。
国際的な政策支援ネットワークが存在（ABACに加え、太平洋経済協力会議（PECC）等）

１ ．多様な経済上の課題に対して協働

２．地域の首脳が一堂に会する場

３．「交渉」の場ではなく「協力」の場

４．産業界等と緊密に連携

５．専門家交流のネットワークを形成（知財、標準、通関等）
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日本ＡＰＥＣの意義と課題
（総論）



2010年日本APECシンポジウム
（2009年12月9～10日、東京）

財務大臣会合
（11月6日、京都市）

観光大臣会合
（9月22～23日、奈良市）

第1回SOM会合及び関連会合
（2月22日～3月7日、広島市）

第3回SOM会合及び関連会合
（9月15～26日、仙台市）

最終SOM会合（CSOM）
（11月7～8日、横浜市）

APEC閣僚会議
（11月10～11日、横浜市）

APEC首脳会議
（11月13～14日、横浜市）

非公式高級実務者（SOM）会合
（2009年12月11日、東京）

中小企業大臣会合
（10月2～3日、岐阜市）

食料安全保障担当大臣会合
（10月16日～17日、新潟市）

電気通信・情報産業大臣会合
（10月30日～31日、名護市）

札幌市

仙台市

新潟市

東京

横浜市京都市

奈良市

岐阜市

福井市

名護市

別府市

広島市

2010年日本APEC関連会合

ABAC会議
（11月、横浜市）
SMEサミット
（11月、横浜市）
CEOサミット
（11月、横浜市）

特別ＳＯＭ会合
（4月20日～21日、東京）

エネルギー大臣会合
（6月19日～20日、福井市）

第2回SOM会合及び関連会合
（5月26日～6月4日、札幌市）

貿易担当大臣会合
（6月5～6日、札幌市）

成長戦略ハイレベル会合
（8月7日～8日、別府市）

・2010年は日本が議長（大阪APEC以来15年ぶり。2011年は米国が議長）
・APEC首脳会議のほか、貿易、エネルギー、中小企業、ＩＴなどの閣僚会合を開催

２０１０年日本ＡＰＥＣ関連会合
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・９３年シアトルＡＰＥＣから毎年開催されている非公式会合。

（米国・クリントン大統領（当時）が主導）

・アジア太平洋地域の２１カ国・地域の首脳が年に一度集合。

・世界経済の課題への対応について率直に議論を行う。

併せて、２国間会談で懸案事項を議論。

ＡＰＥＣ首脳会議について
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２００８年ＡＰＥＣ首脳会合（ペルー）

ＡＰＥＣ首脳会合における政治的コミットメントの例

○自由化に関するボゴール目標（９４年）

「先進国・地域は２０１０年、途上国・地域は２０２０年までに目標を達成」

○気候変動、エネルギー安全保障及びクリーンな開発に関するシドニー宣言（０７年）

「２０３０年までに域内のエネルギー効率を尐なくとも２００５年比で２５％向上」

「２０２０年までに域内の森林面積を尐なくとも２０００万ｈａ増加させる」

○世界経済に関するリマ声明（０８年）

「全ての分野における世界貿易機関（ＷＴＯ）整合的でない措置の実施を、今後１２ヶ月の間控える。」



1993 1994 1995

世界経済の転機に新たな行動ビジョンを提示： 「チェンジ・アンド・アクション」

･･･ 2009 2010 2011 2012 2013

長期ビジョンの提示

「ボゴール目標」
：自由で開かれた
貿易・投資の実現
（先進国・地域は2010年、
途上国・地域は2020年まで）

経済の相互依存関係が進捗
・危機のグローバル化
・新興国の急成長とインバランスの拡大

「グローバル化」を成長エンジンとすることへの懸念
・保護主義の顕在化
・エネルギー環境制約、様々な格差の存在

2010年の課題

①「ボゴール目標」達成評価
②新たな長期ビジョン
・地域経済統合の深化
・成長戦略の策定

・「人間の安全保障」の促進 等

米国
（シアトル）

日本
（大阪）

シンガポール 日本（横浜）
米国

（ホノルル）

「グローバル化」の胎動
・国際貿易・投資の拡大
・アジアの貿易黒字拡大

通商摩擦の激化
・アジア・米欧間の対立
・ブロック化への懸念

インドネシア
（ボゴール）

ボゴール目標設定
目標達成に向けた貿易・投資自由化・円滑化

ボゴール目標の先進国
・地域の達成期限

２０１０年日本ＡＰＥＣの歴史的意義

ロシア
（ウラジオストク）

インドネシア
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横浜での新たな
ビジョンの提示

Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
首
脳
会
議
（
11
月
）

第
3
回
高
級
実
務
者
会
合
（９
月
）

エネルギー
６月（福井）

成長戦略
ハイレベル
８月（別府）

中小企業
10月（岐阜）

食料安保
10月（新潟）

電気通信・情
報産業

10月（名護）

財務
11月（京都）

各種分野別
大臣会合
プロセス

最
終
高
級
実
務
者
会
合
（
11
月
）

貿
易
担
当
大
臣
会
合

（Ｍ
Ｒ
Ｔ
）（６
月
）

APECとして多角的

自由貿易体制の支
持を再確認

ボゴール目標達成を確
認。APECの新たなビジョ
ンの検討を開始。

日
本
と
し
て
の
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
ビ
ジ
ョ
ン

（新
成
長
戦
略
、
東
ア
ジ
ア
共
同
体
構
想
と
連
動
）

政治レベルでの接触の
機会を通じた働きかけ

SOM議長による各国・地
域ハイレベルとの
意見取り纏め

APECメンバーとの
事務的打ち合わせ

首脳・閣僚会議に向けたプロセス
の中で政治的点検・指示

ビジョン
を含め

議論を
進める

首脳でビ
ジョンを
了承

Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
閣
僚
会
議
（
11
月
）
閣僚でビ
ジョンを
議論
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ＡＰＥＣ横浜首脳・閣僚会議に向けての行程



日本ＡＰＥＣの意義と課題
（各論）



焦点を、①地域経済統合（基準認証・投資等、具体的成果を伴う分野別の取組に関心）及び
②成長戦略（特に構造改革に関心）に絞るべきとの立場。

引き続きボゴール目標をＡＰＥＣ活動の中心に据えるべき、ＦＴＡＡＰの実現を急ぐべきでな
い、２０２０年組の途上国・地域への支援を中心にするべきとの立場。
成長戦略については概ね支持あり。

１．APEC地域の貿易投資の自由化が大幅に進展し、新しい成長のパターンが必要とされる中で、
次の「目標」が必要との認識は強くなりつつある。

２．しかしながら、その「目標」については、①具体的内容、②政策対象としての概念整理等について
各エコノミーの意見は収斂されていない。まずは先進エコノミーを中心に率直な意見交換を開始。

米国

途上ｴｺﾉﾐｰ
(中国、ASEAN)

こうした議論を踏まえ、以下の主要構成要素を念頭に置きながら、６月以降、継続的に議論して
いく。

貿易投資の
自由化・円滑化
(ＦＴＡＡＰを実現)

人間の安全保障
(食料安保、防災、感染症)

新たな
成長戦略の共有

今後の目標として、全体を覆う概念（「単一地域経済」）を定め、
それを実現するための幅広いアジェンダ（成長戦略を含む）を設定すべきとの立場。

豪・ＮＺ

横浜での新たな目標の提示 ～２０２０年を目指して～
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地域経済統合の深化：ＦＴＡＡＰ

ＦＴＡＡＰ（アジア太平洋自由貿易圏）の実現に向けた道筋を追求する。

ＦＴＡＡＰ構想の実現に向けた具体的道筋を探るため、2010年、以下の取組を実施中。

① 日中韓FTA ; ASEAN+3(EAFTA) ; ASEAN+6 (CEPEA) ; TPP等の広域経済連携を推進。

② 実質的な経済統合に向けた、

APECにおける具体的取組の加速。

投資・サービス等の自由化・円滑化

貿易円滑化（物流・税関）

環境物品・サービス貿易の推進

環境・知財等の制度整備協力。

FTAAP構築に向けた広域経済連携の推進

ＡＳＥＡＮ＋３（ＥＡＦＴＡ）
（ＡＳＥＡＮ・日・中・韓）

日中韓

ﾊﾟﾌﾟｱ･ﾆｭｰｷﾞﾆｱ

米国
カナダ

メキシコ

ロシア

中国香港
チャイニーズ・タイペイ

ペルー
チリ

ＦＴＡＡＰ（ＡＰＥＣ）

ＡＳＥＡＮ１０か国のうち、ミャンマー、カンボジア、ラオスはＡＰＥＣに加盟していない

Viet Nam

シンガポール

ブルネイ

ニュージーランド
チリ

米国

TPP
ペルー

豪州

ベトナム

ＴＰＰ

セ ピ ア

ＡＳＥＡＮ＋６（ＣＥＰＥＡ）
（ＡＳＥＡＮ＋日中韓印豪NZ）
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http://www.ap-infra.org/cgi-local/inter/country_top.pl?fnm=chile-j.htm
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日本

中国

韓国

日中韓FTA

地域経済統合の深化①

１．ＦＴＡＡＰ（アジア太平洋自由貿易圏）構想の実現に向けた具体的取組

・日中韓FTA、ASEAN+3（EAFTA）、 ASEAN+6(CEPEA）、TPP等の広域連携をFTAAPにつなげる

・我が国は、２０１０年６月に新成長戦略において、以下を閣議決定。

「２０１０年に日本がホスト国となるＡＰＥＣの枠組みを活用し、２０２０年を目標に
アジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）を構築するための我が国としての道筋
（ロードマップ）を策定する。」

出典） 日本機械輸出組合

日本（3）

カナダ（3）

米国（6）シンガポール（6）

オーストラリア（4）

ニュージーランド（3）

メキシコ（4）

チリ（8）

韓国（3）

アジア太平洋先進9カ国間のFTA網

出典） 木村福成
署名済みもしくは発効済み

交渉中もしくは交渉開始に合意

アジア太平洋地域のFTA

36の組み合わせのうち、
20は既に締結。

9の組み合わせが交渉進行

中、あるいは交渉開始に合
意。

7の組み合わせを残すところ。

（注） カンボジア、ラオス、ミャンマーはＡＰＥＣには未加入。
よって現在のところはＦＴＡＡＰには含まれない。

シンガポール

ブルネイ

チリ

マレーシア
ミャンマー
フィリピン

ロシア

中国香港

チャイニーズ・
タイペイ

ＰＮＧ

インド

ペルー

カナダ
メキシコ

アメリカ

ベトナム

（注） ２００９年１１月現在。
（）内は各国の署名済みもしくは発効済みの国数。

インドネシア
カンボジア
ラオス
タイ

豪州

TPP

EAFTA

ＮＺ

CEPEA

FTAAP

実線は発効済み、破線は検討中、矢印は交渉に参加
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シンガポール

ブルネイ

ニュージーランド

チリ

米国

TPP

 シンガポール、ニュージーランド、チリ、ブルネイの4カ国による経済連携協定（2006年に発効）。

 2008年3月 米国が投資・金融サービス部分の交渉に参加。

 9月 米国が全分野の交渉への参加を表明。

 11月 ペルー・リマでのAPEC閣僚会議後に、豪州、ペルーも参加を表明。

 ベトナムは将来における参加を前提とした準メンバー（associated member）の位置づけ。

 2009年11月 オバマ大統領はＴＰＰ関係国と連携（engage）する、と言及。12月、議会に交渉開始を通知。

 2010年3月 第1回交渉会合開催。（4加盟国＋米国、豪州、ペルー、ベトナムが参加）

 6月 第2回交渉会合開催。（参加は第1回交渉会合と同じ8カ国）

 アジア太平洋地域における経済統
合の核となる可能性あり
 米国が提唱しているFTAAPのベー
スとなりうるもの。 APEC 
2010/2011の重要な課題。

 参加国が拡大する可能性あり
 複数国（ｶﾅﾀﾞ、ﾒｷｼｺ、ﾏﾚｰｼｱ、日
本、韓国、ﾀｲ等）がTPPに関心を示
している。

（各種報道、非公式情報を含む）

 包括的かつ高いレベルのFTA

TPPの主な特徴

オーストラリア

ペルー

TPP（Trans-Pacific Partnership ：環太平洋連携協定）

ベトナム
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２．実質的な経済統合を進めていくための重点分野の取組

（１）地域経済統合の加速

①投資等主要分野のルール調和（参考１）

②環境物品サービスの貿易促進（参考２）

（２）ビジネス環境の改善

①国内規制の見直し

②知財インフラの整備（参考３）

③基準認証制度の整備

（３）貿易円滑化の推進(参考４)

①通関手続の簡素化（参考５、６）

②ＩＴの活用

③運輸インフラの整備

地域経済統合の深化②
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（参考１）２０１０年の投資分野におけるロードマップ

・ 非拘束投資原則（NBIP）＜94年～＞
・メニュー・オブ・オプション（MOO）
・大阪行動指針（OAA） ＜95年～＞
・透明性原則
・類似点・相違点調査（FTA投資章）
・モデルFTA投資章の研究
・主要投資原則研究やキャパシティ
ビルディング（UNCTADとの連携）

・ 投資円滑化行動計画（IFAP） ） ＜08年～＞
・ ビジネス環境改善行動計画 ＜09年～＞
（EoDB Action Plan ）
・ キャパシティビルディング
（例：投資環境改善の成功要因共有）

【未実施】

投資原則
-予見可能性と安定性-

投資の円滑化
-投資環境の整備と改善-

投資の促進
-投資機会の創出-

ＡＰＥＣ域内外における一層の投資拡大の実現

・IFAPの着実な履行
・キャパシティビルディングの継続
（例：ベストプラクティスの共有）
・ Investing Across Borders(IAB) プロジェクト
（世界銀行の指標を活用した研究）
・ APEC投資ガイドe-ポータルの開発

・産業界との対話枠組みの検討
(日本のEPAで規定するビジネス環境整備小委員会の
成功事例を共有するとともに、
投資家・ホストエコノミー双方が裨益する取組みとし
て、APECワイドでの産業界との対話枠組みを検討す
る。)

・各種セミナーなどの実施などを通じて、

環境投資やインフラ投資、ライフサイエン
ス分野などにおける投資機会創出の検討

・キャパシティビルディングの様々な取組
みの継続（主要な投資協定の要素の研究
やセミナーの開催（例：投資紛争の予防と
準備））

・貿易政策対話（類似点・相違点調査の総
括）

→よりレベルの高い投資原則の検討

投資原則へのより一層の認識の強化
と能力向上へ向けた取組み

投資の円滑化へ向けた取組み 新成長戦略に沿った投資機会の
創出の取組み

透明性の向上と産業界と連携した取組み

こ
れ
ま
で
の
成
果

こ
れ
か
ら
の
取
組
み
の
方
向
性

経済の回復へ向けた鍵として投資
変化や課題
-投資フローや投資機会の減尐
-外資に対する保護主義の可能性（対内投資、対外投資）
-投資フローの性質の変化（途上国同士での投資）など
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◎WTO

環境物品の関税引下げを
議論

その観点から、環境物品と
なる「対象」を議論

【議論の状況】
先進国・地域共通の関心は、
太陽光パネル、風力発電用設備
燃料電池等の品目。
日本はエコカー、省エネ家電等を
対象品目とすることに関心。

途上国・地域は、関税削減の対象
となることから、対象物品を明確
化することに消極的。

◎APEC
WTOのEGS関税引下げ
の取組を支持
EGS貿易円滑化の取組を推
進

EGS貿易促進について

◎EGS作業計画に閣僚が合意
（首脳が重要な取組として評価）

【作業計画の内容】

貿易専門家、エネルギー
専門家等が連携し、以下に
取組む。

• 「気候変動対応及び

持続可能な成長に寄与する」
物品サービスの特定

• 技術普及等のため、
途上国・地域向け
の能力構築推進

• 環境物品の非関税障壁除去
（省エネ基準の調和等）、
市場拡大促策の推進

2009年APECの取組 2010年APECの取組

◎作業計画を具体化
（11月の閣僚会議に進展を
報告）

【具体化のイメージ（案）】

• 家電等の省エネ基準や
ラベリング制度
の導入促進

• 省エネ製品の
試験制度の調和

• 新エネ導入促進策のベス
トプラクティス共有

（参考２）環境物品サービス（EGS）貿易促進

22



１．特許取得イニシアティブ

他庁審査結果利用の促進

２．能力構築（キャパビル）

知財人材育成機関間協働の提案

Office A

Office B Office C

特許出願

特許出願

特許出願

共通性向上

他庁の審査結果を利用するため、
申請様式の共通性を向上し、
出願人の利便性向上

知的財産人材育成機関に関する
効果的な情報共有の向上

Office A

Office B
Office C

人材育成機関Ａ

人材育成機関Ｂ 人材育成機関Ｃ

ウェブサイト等
情報共有手段

出願人の審査結果
利用を求める申請

３．情報技術
グローバルな知財ＩＴ環境の構築促進

Office A

Office B Office C

特許出願

特許出願特許出願

共通出願様式
(CAF) (XML)

優先権データ交換

公衆

国際標準化（XML）

特許情報のオンライン発信

情報技術ネットワークを活用した
行政手続の効率化と出願人の利便性向上

優先権データ

審査結果データ交換

審査結果データ

（参考３）イノベーション促進のためのグローバル知的財産基盤の構築
（日本提案）

23



域内供給網の連結強化を推進する「行動計画」を策定中。

・供給網全体の物流・輸送ネットワークの接続の強化による貿易促進。

・09年に問題点を特定。2010年に、問題点の改善・解消のための「行動計画」を策定。

・貿易担当大臣会合で行動計画の策定を歓迎。最終合意に向けて作業中。

８つの問題点 行動計画（代表的なもの）（策定中）

①規制の透明性、関係機関間の調整不足 等 事前教示に係るガイドラインの策定、民間との定期協議 等

②輸送インフラの不足 官民連携（ＰＰＰ）のモデルの検討 等

③地方の物流サービス事業者の能力の不足 ニーズ評価及び能力開発 等

④通関の非効率 各国・地域のシングル・ウィンドウ（窓口一元化）実施 等

⑤税関文書・手続の負担 税関文書・手続の簡素化
税率、原産地規則情報のホームページ掲載 等

⑥空、陸、複合輸送の非効率 電子タグを活用した貨物動静情報の可視化推進 等

⑦国境通過に係る基準及び規制の差異 サイバー・セキュリティーの強化 等

⑧地域における国際税関輸送協定の不足 国境をまたぐ輸送手続の調査・研究 等

ＡＰＥＣサプライチェーン・コネクティビティ・イニシァティブ

電子タグ

（参考４）サプライチェーン（供給網）の連結強化
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一般の輸出申告

輸出者の
工場・倉庫等

搬
入

コンテナヤード（保税地域）

申
告

許
可

税関手続

検査
船積み

船積予定地を
管轄する税関

特定輸出申告(AEO輸出者の輸出申告)

コンテナヤード

船積み

コンプライアンスの優れた輸
出者の工場・倉庫等

申
告

許
可

税関手続

検査

蔵置場所を管
轄する税関

貨物のセキュリティ管理とコンプライアンスの体制が整備された輸出者（Ａ
ＥＯ輸出者）は、貨物を保税地域に入れることなく輸出申告を行い、許可を
受けることができる。

（参考５）ＡＥＯ(認定事業者)制度の概要
１. ＡＥＯ制度

AEO(Authorized Economic Operator)制度とは、セキュリティ管理と法令遵守の体制が整備された貿易関連
事業者を税関が認定し、通関を円滑にする制度。

２. 対象事業者
輸出入貨物におけるサプライチェーンを構成する輸出者(233者)、輸入者(73者)、倉庫業者(76者)、通関

業者(23者)、運送業者(１者)、製造業者(-)が対象。 (  )内は承認者数(平成22年4月現在)

リードタイム短縮・
コスト削減が可能

APECでは、本制度の普及に向け、制度のベストプラクティス抽出、途上国の能力構築等を実施。
25



（参考６） 「関税・原産地規則情報提供サイト（WebTR）」の完成

・ＡＰＥＣ参加エコノミーのＷＴＯ関税率、ＦＴＡ特恵税率、特恵原産地規則等を英語で公開

（http://www.apec.org/webtr.html）
クリックすると
各エコノミーの
ページへ

ＡＰＥＣ事務局の
WebTR
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目指す成長の姿及び対策

1.均衡ある成長（Balanced Growth）

：（経済的不均衡の解消）

2.あまねく広がる成長 (Inclusive Growth)

：（成長機会への関与）

中小企業支援、能力開発、セーフティネット改善、女性への機会創

出

3.持続可能な成長 （Sustainable Growth（Green Growth））

： （環境保護への国際的努力と連動、グリーン経済への移行）

低炭素エネルギー推進、省エネ推進、グリーン産業支援、

気候変動対応、環境製品の貿易・投資促進、グリーンICT

4.革新的成長（Innovative Growth）

：（イノベーション促進と新産業育成）

知財、基準・認証、IT利活用、高度人材交流、産業・技術協力

5.安全な成長 （Secure Growth）

： （経済活動に不可欠な安全を確保）

テロ・災害対策、食料安全保障、感染症対策

行動計画

●複数年の戦略実行計画を策定

●APECの強みをいかす
専門的な下部組織構造

これまでの活動を通じた知見の蓄積

産学とのネットワーク

●優先的取組
構造改革

人材・起業家育成

グリーン・イノベーション

知識基盤創造

フォローアップ

●毎年進展を評価、２０１５年に
進捗を首脳に報告

ＡＰＥＣ成長戦略（案）
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従来の取組

「構造改革のための首脳の課題（ＬＡＩＳＲ）」 ：

・２００４年の首脳会議で採択。

・２００５年首脳会議でＬＡＩＳＲの作業計画とし

て、

２０１０年を目標年とする「ＬＡＩＳＲ２０１０」

を採択。

優先５分野について取組みを実施

①規制改革、

②経済法制度整備、

③競争政策、

④コーポレート・ガバナンス、

⑤公共部門管理

・ ２００８年に構造改革大臣会合を開催。

（於：豪州、メルボルン）

今後の取組

●「ＬＡＩＳＲ２０１０」の後続の取組につき、本年首脳会議

に報告の要有り。

議長として日本が取り纏めの任に当たる。

●以下の点について２００９年首脳会議で合意されている。
①構造改革についての取組を一層強化する。

②取組対象を従来の「優先５分野」に加え、

「あまねく広がる成長」の観点を含め拡大する。

③拡大される分野は成長戦略をサポートする。

●将来の方向性として、今後、以下の諸点につき

議論がなされる見通し。

①成長をサポートするとの観点から、教育、労働市場、

ソーシャル・セーフティー・ネット、中小企業等を対象とする。

②目標年を伴う中期アジェンダを設定し、

その中で、個別の取組を推進していく。

③個別エコノミーも、必要に応じて自らの構造改革計画を提示する。

そのためのニーズに合った経済技術協力を検討・実施。

ＡＰＥＣにおける構造改革のための取組（案）
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日米が連携して、新たなる協力案件を進める。

―食料安全保障

（農業生産性と食料の安定供給の持続的な向上に向けた具体的行動の計画・実施）

―ジェンダー

（アジア太平洋の女性企業家の潜在力を引き出すため、「女性企業家サミット」を実施）

―気候変動問題

（小島嶼エコノミーを含む脆弱エコノミーへの適応支援）

―防災

（防災ネットワーク、官民連携の取組）

（参考）日米ＡＰＥＣ協力に関するプレス・ステートメント（平成２２年３月２９日岡田外務大臣－クリントン国務長官）（抜粋）

「人間の安全保障」に向けた協力

食料安全保障、感染症（新型インフルエンザ等）、防災、テロ対策（貿易安全確保等）といった、

各国・地域の直面する共通課題に対する対応を強化。

人間の安全保障
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ＡＰＥＣ参加エコノミー（現在２１エコノミーが参加） ※（）内の数字は各時点での新規参加エコノミー数

加入時期

1989 ：日本、ブルネイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、オーストラリア、ニュージーランド、米国、カナダ（11）

1991 ：韓国、中国、香港、チャイニーズ・タイペイ（4）

1993 ：パプア・ニューギニア、メキシコ（2）

1994 ：チリ（1）

1998 ：ロシア、ベトナム、ペルー（3）

ＡＰＥＣ新規参加の基準（1997年ＡＰＥＣ閣僚会議（カナダ・バンクーバー）で合意）

１．アジア太平洋地域に位置すること。

２．既存のＡＰＥＣメンバーと実質的で広範囲な経済的つながりを有すること。

特に、対世界貿易額に占める対ＡＰＥＣメンバーとの貿易額の割合が比較的高いこと。

３．対外指向的で市場重視の経済政策を追及していること。

４．首脳会合によるものを含むＡＰＥＣの各種宣言で掲げられた基本的な目的や原則を受け入れること。

５． ＡＰＥＣに参加する時点から個別行動計画を策定・実施することとＡＰＥＣ作業計画全般にわたる共同行動計画への参加を開始すること。

※新規メンバーのＡＰＥＣへの参加については既存の参加メンバーすべてがこれに同意する必要有り。

●２０１０年のＡＰＥＣは新規参加問題を再検討する年
我々はＡＰＥＣのメンバーシップ問題を議論し、ＡＰＥＣが地域統合と開放経済に向けて展開してきたモメンタムを維持しつつ、

新規参加問題に対応することが重要であることに合意した。我々は、２０１０年にメンバーシップ問題を再検討することに合意した。

(第１５回ＡＰＥＣ首脳会議 首脳宣言 ２００７年９月９日 （於：シドニー））

●これまでに新規参加を希望しているのは以下の11エコノミー

インド、パキスタン、マカオ、モンゴル、パナマ、コロンビア、スリランカ、エクアドル、コスタリカ、カンボジア、

グアテマラ（参加希望表明順）
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ＡＰＥＣ新規参加問題（モラトリアム）



参考資料



ＡＢＡＣ：ＡＰＥＣビジネス諮問委員会

（APEC Business Advisory Council）

●９５年の大阪閣僚会議・首脳会議において設立が決定された、ＡＰＥＣの正式な諮問機関。

●ＡＰＥＣの活動状況をモニタリング。

ビジネス部門の優先事項等に関してＡＰＥＣに助言する役割。

●各エコノミーに１～３人の委員を設置。

日本委員は以下の３人。総理により指名されて就任。

相原 元八郎 三井物産株式会社顧問（２０１０年ＡＢＡＣ議長）

渡辺 喜宏 三菱東京ＵＦＪ銀行顧問

森本 泰生 東芝常任顧問

●年４回の総会を開催し、提言を首脳に提出。

毎年、ＡＰＥＣ首脳会議において、首脳とＡＢＡＣ委員の対話を実施。
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産業界との協力



・APECは、21の国・地域の産業界が支援ネットワークを形成（ABAC:APECビジネス諮問委員会）
・アジア太平洋地域には、日本企業の主要な生産拠点と市場が存在
・ APECを通じ、自由な事業環境の整備を促進

●産業界の関心：

「ビジネス関係者の移動を
促進」
（09年ABAC「APEC首脳への提言」）

●APECにおける取組例

・96年～「APECビジネス
トラベルカード」（ABTC）
を導入
－現在18ヶ国が導入（レーンのみ利用
可能な米・加を含めれば20カ国・地
域）。 - 約6万9千枚発行。

・ABTCのメリットは、
①「短期商業ビザ免除」、
②「専用レーン」

●産業界の関心：

「貿易自由化・円滑化と安全確保の両立」
(09年ABAC「APEC首脳への提言」)

●APECにおける取組例

・08年～、途上国・地域に対して
「AEO（認定事業者）制度」を啓蒙・普及
（認定された貿易関連事業者の輸出・輸入申告を簡易化）。
・日本は既に米国・NZと相互認証を実施中。
（加、星、馬、中、韓と協議・研究中）。

知識・技術の移転
●産業界の関心：「イノベーションの促進」、「効
率性の高い特許手続」
(08年ABAC「APEC首脳への提言」)

●APECにおける取組例

・「特許審査ハイウェイ」の導入促進
（他国と審査結果等を共有、早期審査を実現）。
・日本は既に米国・韓国と実施。
星・露・豪・加と試行実施。

●産業界の関心：

「金融インフラ整備」、
「中小企業金融円滑化」
（09年ABAC「APEC首脳への提言」）

●APECにおける取組例

・金融危機に対応し、08年～
「アジア太平洋貿易保険
ネットワーク」を拡大
（輸出信用機関が相互に再保険を実施。

人材育成で協力）。
・既に、米、加、星、馬、尼、泰
が参加（墨と協議予定）。

産業界の関心とＡＰＥＣにおける取組

貿易人の移動 資金の流れ
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●アジア太平洋地域の民間企業CEO、ABAC委員等が交流。
APECに関する議論を実施。例年約500～1000名のビジネスリーダーが参加。

●各国首脳等が招待を受け参加。地域の未来像等に対するメッセージを発信。

●96年以降毎年開催。99年以降APEC首脳会議の日程に合わせて開催。
2010年は横浜で首脳会議と併せて開催される予定。

2009年シンガポールでのCEOサミット（11月12-14日。於：サンテック国際会議場）

・14日午後5時15分～クロージングセッションで鳩山総理基調講演（「APECの継続的な意義の確保」）
他の首脳の出席（講演：シンガポール、中国、韓国、タイ、米、ベトナム、ロシア、

パネリスト：マレーシア、インドネシア、チリ、NZ、豪、メキシコ）

・11月12日～14日に開催。Ms.Chong Siak Ching（SPRING Singapore副議長）が議長

・日本からは、槍田三井物産会長（閉会挨拶）、三木谷楽天CEO（パネリスト）、
内藤進リンナイ会長等20名強が参加

・海外からの著名な参加者は、ゼーリック世界銀行総裁、カークランドシェブロン副社長、ユーデ
DHL社長、モレノ米州開発銀行総裁、ティラーソンエクソンモービル社総裁、等
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CEOサミットについて



●2007年以来、毎年開催。議長エコノミーを含めて、複数国・地域で開催。
ABACにおける中小企業支援の議論のたかまりの中で盛況に。

●各国・地域からABAC委員ならびに中小企業の代表が一堂に会し、
ビジネス交流を促進（成功体験等を共有）

●本サミットを通じてまとめられた提言は、APEC閣僚・首脳会合に提出される。
2010年は横浜で首脳会合と併せて開催される予定。

2009年のSMEサミット:

9月11-12日 オープニングセレモニー：中国
中国のABAC委員であるアリババグループ

CEOジャックマー氏が主催

11月12日 クロージングセレモニー: シンガポール
中国のジャック・マー氏等が講演。

※ブルネイ、ペルーで中小企業関連イベント開催。

SME（中小企業）サミットについて
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・市場アクセスグループ（MAG）
・サービスグループ（GOS）
・投資専門家会合（IEG）
・基準・適合性小委員会（SCSC）
・税関手続小委員会（SCCP）
・知的財産権専門家会合（IPEG）
・政府調達専門家会合（GPEG）
・ビジネス関係者の移動に
関する専門家会合（BMG）
・電子商取引運営グループ（ECSG）
・自動車対話（AD）
・化学対話（CD）
・生命科学イノベーションフォーラム（LSIF）

・保健作業部会（HWG）
・産業科学技術作業部会（ISTWG）
・人材養成作業部会（HRDWG）
・エネルギー作業部会（EWG）
・海洋資源保全作業部会（MRCWC）
・漁業作業部会（FWG）
・電気通信情報作業部会（TELWG）
・交通作業部会（TPTWG）
・観光作業部会（TWG）
・中小企業作業部会（SMEWG）
・農業技術協力作業部会（ATCWG）
・農業バイオテクノロジーハイレベル政策対話（HLPDAB）
・男女共同参画担当者ネットワーク

首脳会議（AＬM）

閣僚会議（AMM）

（貿易、中小企業、エネルギー、鉱物、
環境、電気通信・情報産業、科学技術、
財務、運輸、教育、観光、人材養成、
保健、構造改革、海洋、女性問題）

分野別大臣会合

高級事務レベル会合
（SOM）

貿易投資委員会
（CTI）

経済委員会（EC）
経済・技術協力
運営委員会（SCE）

財政管理委員会
（BMC ）

・競争政策／法グループ（CPLG）

ＡＰＥＣビジネス
諮問委員会（ＡＢＡＣ）

ＡＰＥＣ事務局

（ＳＯＭタスクフォース）
・腐敗防止・透明性対策タスクフォース（ACT）
・テロ対策タスクフォース（CTTF）
・緊急事態への備えタスクフォース（TFEP）
・鉱業タスクフォース（MTF）
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ＡＰＥＣ組織図
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ＡＰＥＣエネルギー大臣会合の成果

①エネルギー安全保障、②排出削減、③経済成長、の３つを同時達成するような
エネルギー需給構造の将来像について議論。

１．エネルギー安全保障

石油供給途絶のような緊急時に対応する能力を増強するため、

ＩＥＡとともに、緊急時対応訓練を行うことに合意。

２．省エネルギー

・APEC全体のエネルギー効率目標（2030年までに2005年比でエネルギー効率を

25％向上）の深堀りに向けた検討を開始。

・わが国が主導するPREE（各エコノミーの省エネ目標・行動計画を相互審査）

の成功を確認。今後、継続・拡充していくことに合意。

３．ゼロ・エミッション・エネルギー

・再生可能エネルギーに原子力及びCCSを加えて、

これを「ゼロ・エミッション・エネルギー」として導入を促進することに合意。

また、各エコノミーがそのための目標・行動計画を策定することに合意。

・原子力発電の排出削減ポテンシャルを調査することに合意。

・都市への低炭素技術導入を促進するため「低炭素都市モデルプロジェクト」を推進。



ＡＰＥＣ中小企業大臣会合について
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1. 日程及び場所

日程：２０１０年１０月２日（土）、３日（日）

会場：岐阜市

2. テーマ及び論点

テーマ：二つのエンジン（中小企業とアジア太平洋）による経済成長活性化戦略

・ＡＰＥＣ地域の中小企業育成のための包括的な長期的戦略を作成

・成長戦略への貢献（閣僚会合、首脳会合へつなげる）

・ＡＰＥＣ地域の中小企業に係る人材育成を行う研修機関等の日本からの提案につなげる

3. サイドイベント

（１）閣僚シンポジウム（10月1日午後）－RIETIとの共催

（２）女性起業家サミット（10月1日）

（３）展示会及び商談会（10月1日～3日）－APEC内の中小企業を募集



ＡＰＥＣ電気通信・情報産業大臣会合について
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1. 日程及び場所

日程：２０１０年１０月３０日（土）、３１日（日）

会場：名護市

2. テーマ及び論点

テーマ：新たな成長を牽引するＩＣＴ

・ＩＣＴを活用したスマートな社会経済活動の実現（グリーンＩＣＴの推進、災害対応等）

・新たな成長のためのＩＣＴの推進（ブロードバンドへのアクセス推進等）

・安心安全なＩＣＴ利用環境の整備（消費者保護、サイバーテロ対策等）

・ＩＣＴ分野における協力推進（デジタル・ディバイドの解消、ＩＣＴ人材育成等）


